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出版配送の現況と課題
〜⽇本の物流を取り巻く環境変化〜

① 主旨説明
② 出版流通について
③ 政府の方針
④ まとめ

2024年7月23日
一般社団法人日本出版取次協会

1



主旨説明
〇 今回の説明会の直接のきっかけは、ある輸送会社が、国⼟交通省の方針に沿って、

大幅な運賃改定を取次各社に提示したことです。その背景には、政府の政策変更があります。

〇 政府では、デフレからの完全脱却、成⻑型の新たな経済ステージへの移⾏を⽬指して、
その一環として「賃上げの定着」、「構造的な価格転嫁の実現」に向けて、各種政策を
打ち出しています。

〇 中でも、トラック運送業については、課題分野の一つと定めて、労働条件の改善、ドライバー
不⾜の解消を図るため、運賃改定に向けて、さまざまな政策で後押しを⾏うようになりました。
その代表的なこととして「標準的な運賃」があげられます。

〇 こういったことを背景に、運賃の改定は、出版業界に限ったことでなく、今まで以上のスピードで、
運賃の上昇が進むことが予想されます。 2



（参考）内閣府 「経済財政運営と改革の基本方針2024」 より
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※内閣府ホームページより

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2024/decision0621.html



（参考）

賃上げの促進には、トラック運送業と標準的な運賃が明記されていて、全て業界に影響します。
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※内閣府ホームページより

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2024/decision0621.html



主旨説明
〇 冒頭申し上げました、ある輸送会社の動きは、こういった政府の方針に沿った動きです。

国土交通省の告知する「標準的な運賃」は、現⾏の出版配送運賃のおよそ2倍強と大きな
開きがあります。

〇 政府は、どの業界に対しても、諸コストについて、サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を
⾏うことを求めています。しかし、再販制度のある出版物では、取次も書店も上昇するコストを
価格転嫁することはできません。

〇 日本の他の業界と同じく、運賃改定は避けられない環境下で、出版業界においては、取次は
運賃上昇分を価格転嫁することはできないという、非常に困難な状況に陥っています。
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主旨説明
〇 日本出版取次協会（以下、取協）では、出版配送がハードクラッシュしかねない、

大きな課題に直⾯していると認識しております。

〇 本日は、取協のメンバーより、これまでの背景や基本的なことも含めて、出版配送の現況と
課題について説明いたします。なお、今回の資料については、事前に公正取引委員会に
確認をお願いしています。

〇 ご協⼒して頂くにも、まずは、環境が変化したことについて、丁寧に説明し、理解を深めて
頂くことが重要だと考えました。

〇 今後、取次各社が、出版社様に、ご協⼒のお願いに伺った際には、善処いただけますよう
お願い申し上げます。
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出版配送について
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日本の出版配送の特徴

⽇本の出版流通の最⼤の特徴は、出版物の共同配送にあります。
『少部数発⾏による⻑期販売が適した書籍』と
『定期的で⼤量発⾏が必要な雑誌』を両方を組み込み、
更に『取次帳合の垣根を越えて、同一エリアの書店とCVSを配送』
することにより、⽇本全国規模で合理化を図っています。

取協で調べた限りでは
〇 国内の他産業でも、ここまで範囲の広い共同配送網は存在しません。
〇 海外では書籍と雑誌の流通経路・販売先は別になっていることが多いです。
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（実例）出版共同配送エリア（北海道）の配送コース

9

新留萌・天塩コース
赤 : 書店
⻘ : CVS

拡大

〇 書籍、雑誌、取次各社、書店、CVSを共同配送することで、
積載率が向上し、⾛⾏距離に対して配送店舗数が最大化できます。

〇 これが全国規模で実現できているのが、出版配送です。

配送方向



（実例）出版共同配送エリア（北海道）のダイヤグラム

〇 書籍、雑誌、取次各社、書店、CVS、それぞれ別々に⾞両を準備し配送するよりも、各段に効率的で、
無駄の少ない配送網です。
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納品目安時間 取次 業態区分 納品目安時間 取次 業態区分 納品目安時間 取次 業態区分

3:20 トーハン 書店 5:00 トーハン CVS 7:50 中央社 書店

3:30 トーハン CVS 5:10 楽天 書店 7:55 トーハン 書店

3:35 日販 CVS 5:15 日販 書店 8:05 トーハン 書店

3:40 トーハン CVS 6:25 トーハン CVS 11:00 トーハン 書店

3:45 トーハン CVS 6:40 トーハン CVS 13:00 トーハン 書店

3:50 日販 CVS 6:50 中央社 書店 14:30 中央社 書店

3:55 日販 CVS 7:00 中央社 書店 15:00 トーハン 書店

4:10 トーハン CVS 7:30 トーハン 書店 15:00 トーハン 書店

4:30 日販 CVS 7:40 中央社 書店



（最近の記事）

https://www.unyu.co.jp/
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最近のニュースで報じられる「共配」は、出版配送に比べて、エリアは限定的です。



これまでの課題

改めて、政府⽅針の変更以前に発信してきた課題を整理しますと、

①燃料や⼈件費の上昇もあり、出版配送運賃は、配送店舗数や送品業量の縮⼩とは
連動せず、実質固定化していること

②出版マーケットが縮小し、業量も低下しているため、運賃単価の上昇が続いていること

③取次業で、最も大きいコストは運賃であり、マーケット低迷との相乗により、取次各社の
経営環境が、急速に厳しくなっていること

④取次各社では、個別に取引先に説明し、運賃負担の協⼒をお願いしていますが、
快く協⼒して頂いている出版社様がある中で、関⼼の薄い出版社様もいて、
この問題に関して、業界に周知されているとはいえないこと
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出版配送の課題は、書籍と雑誌の共通課題
〇 出版社様には、出版配送の課題は、雑誌の問題と思っていらっしゃる方もいます。

〇 取協の認識は、

①⽇本の出版配送は、雑誌市場の成⻑とともに、全国配送網が急速に整備された経緯が
あり、書籍についても、単独で配送するよりも、効率的かつ安価に配送できています。

②取次からみて、雑誌よりも、運賃以外の経費負担が大きい書籍は、採算が厳しい
状態です。（多品種少量、新刊と注⽂物流両⽅の設備と作業など）

③雑誌業量が減り、配送効率が低下することで、運賃単価が上昇すると、
もともと採算に課題を抱える書籍は、状況がより悪化するので、「出版配送の課題」は、
書籍・雑誌区別なく影響があると考えています。
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（参考）出版物の部数推移
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全国出版協会・出版科学研究所『出版指標年報2016年版』 『出版指標年報2024年版』より（万冊）

現在（23年）の部数構成は、およそ書籍４ 対 雑誌６になります。
書籍部数の占める割合は、1961年以降で、最も大きくなっています。

雑 誌

書 籍
書籍：出回り部数
雑誌：推定発⾏部数



いま、起きていること
〇 キーワードは、国⼟交通省の定めた「標準的な運賃」です。

「標準的な運賃」とは

トラックドライバーの労働条件を改善し、ドライバー不⾜の解消を図り、
安定した輸送⼒を確保するため、法令を遵守して持続的に事業を⾏う上で
参考となる運賃を示したものです。

※令和2年（2020年）4月 告知
※令和6年（2024年）3月 運賃水準を8％引き上げた改定版
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〇 「標準的な運賃」には、「地域別最低賃⾦」のような、拘束⼒はありませんが、
政府では、運送業者に対して、運賃改定に向けて、さまざまな後押しを⾏っています。

〇 今年に⼊り、出版配送の、ある輸送業者が、政府の方針に沿って、運賃改定を
取次各社に提示してきました。



（参考）意⾒広告の実例

https://ssl.aitokyo.jp/member/infor/operation/standard-fare/
16



運賃の比較

⼤阪⾏きの運賃で⽐較すると、標準的な運賃は、出版配送の2倍以上でした。

国内の各産業の運賃は、徐々に「標準的な運賃」に近づいていくことが予想されます。

このような環境下でも、持続可能な状態に変えていくのが、出版配送の抜本対策となります。

配達区間： 首都圏 → 大阪（530㎞）
荷物形態： 20kg想定

幹線輸送＋個店配送730円／個出版配送
国⼟交通省の料⾦表より、取協にて計算1,540円／個標準的な運賃

（参考）
出版配送指定業者の出版配送以外の運賃1,380円／個業者運賃
120サイズ1,940円／個ゆうパック
120サイズ1,970円／個ヤマト宅急便
140サイズ ※上記と同じサイズなし2,310円／個佐川宅配便
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出版配送の運賃単価指数（数社の平均値）

出版配送の運賃単価は上昇していますが、それでも「標準的な運賃」の約半分の水準（取協試算）です。

業界単位での共同配送を実現している「出版配送」を維持継続することで、「標準的な運賃」の水準までは、
運賃が上昇せずにすむ可能性が高いと考えています。

2011年度を「100」とした場合の
送品運賃単価の指数

18
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（参考）出版物の平均定価推移
全国出版協会・出版科学研究所『出版指標年報2024年版』より（円、本体価格）

書籍（出回り）

雑誌（コミック含む）

出版物定価と、出版配送の運賃単価の上昇率には、明らかに差があります。
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上昇率23年11年
221％221.9100.0運賃単価の指数
114％1,285円1,118円書籍平均定価
129%661円511円雑誌平均定価



政府の方針

20



公正取引委員会（公表資料より引用）

サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を⾏うこと
労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、サプライチェーン全体での適切な
価格転嫁による適正な価格設定を⾏うため、直接の取引先である受注者がその先の
取引先との取引価格を適正化すべき⽴場にいることを常に意識して、そのことを受注者から
の要請額の妥当性の判断に反映させること。

21

※公正取引委員会 「適正な価格転嫁の実現に向けた取組」令和6年3月8日より引用
https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/kenkyukai/dk-kondan/kaisai_r2.html



公正取引委員会（公表資料より引用）

取引上の地位が相手方に優越している事業者が、取引の相手方に対し、
一方的に、著しく低い対価での取引を要請する場合には、
優越的地位の濫⽤として問題となるおそれがあり、具体的には

① 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格へ
の反映の必要性について、価格の交渉の場において明示的に協議すること
なく、従来どおりに取引価格を据え置くこと

（以下略）
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※公正取引委員会 「適正な価格転嫁の実現に向けた取組」令和6年3月8日より引用
https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/kenkyukai/dk-kondan/kaisai_r2.html



国⼟交通省（公表資料より引⽤）
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※国⼟交通省ホームページより

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000294.html

新たなトラックの標準的運賃を告示しました
〜運賃水準を8%引き上げるとともに、荷役の対価等を新たに加算〜

令和6年3月22日

令和２年４⽉に告⽰したトラックの標準的運賃について、運賃⽔準を８％引き上
げるとともに、荷役の対価等を加算した、新たな運賃を告示しました。今後、関係省
庁・産業界とも連携し、実効性の確保に努めるとともに、あらゆる手段を講じて、ド
ライバーの賃上げ原資の確保に向けて取り組んでまいります。



（最近の記事）

https://www.uny
u.co.jp/news/det
ail/id=446
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記事は⼀例ですが、
政府の後押しもあり、
運賃改定の環境作りが
進んでいます。



（最近の記事） https://www.unyu.co.jp/news/detail/id=439
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記事は⼀例ですが、
政府の後押しもあり、運賃改定
の環境作りが進んでいます。



（最近の記事） https://www.unyu.co.jp/news/detail/id=445

26記事は⼀例ですが、政府の後押しもあり、運賃改定の環境作りが進んでいます。



国土交通省（公表資料より引⽤）

27※国⼟交通省ホームページより https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000118.html



（最近の記事） https://www.yomiuri.co.jp/economy/20240521-OYT1T50205

記事は⼀例ですが、政府の後押しもあり、
運賃改定の環境作りが進んでいます。
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（最近の記事）

https://www.unyu.co.jp

29運賃上昇は、出版配送特有の課題ではありません。

https://www.lnews.jp



このパートの整理

30

政府資料と合わせて、関連する記事をご紹介しました。

政府の方針を受けて、日本の輸送を取り巻く環境が大きく変わり、

出版配送への影響が避けられない状況になっていることが、

ご理解頂ければと思います。



まとめ
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出版流通への影響試算
取協各社にアンケートし、リスクを数値化しました。

① 現在の取次業の経営環境

（内、運賃）営業損益売上高

272億円▲54億円7,266億円

現運賃との差額
（C－Ａ）

Ｃ.標準的な運賃時
（Ａ×Ｂ）

B.標準的な運賃
の推定倍率A.運賃実績

299億円571億円210％272億円

32

② 将来的なリスクとして「標準的な運賃」の水準まで運賃が増加した場合の負担額(試算)

※取協5社（トーハン、日販、日教販、中央社、楽天ブックスネットワーク）の取次事業の実績合算、直近決算に基づく



出版流通への影響試算

現在、取次各社合計で営業赤字▲54億円とすでに負担しきれていない現状です。

さらに将来的な潜在リスクとして、政府が推し進める「標準的な運賃」まで運賃が
上昇した場合、出版輸送全体で300億円近い負担が増す可能性があります。

取次各社の⾃助努⼒だけでこの運賃上昇分を吸収するには、すでに限界な状況に
達しているということを、出版社各社様にはご理解いただきたく存じます。

・ 運賃推移、出版マーケットの推移によって、この数値は変化します。
・ 大まかでも目安があった方がイメージしやすいと考えて、数値化しました。
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まとめ

〇 政府では、どの業界に対しても、諸コストについて、サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を
⾏うことを求めています。加えて、運送業者に対して、「標準的な運賃」の告知など、運賃改定
に向けて、さまざまな後押しを⾏っています。

〇 再販制度のある出版物では、取次も書店も上昇するコストを、価格転嫁することはできません。
取次と同様、経営的に余裕がない出版社様が多いことも、承知しています。
しかし、書店様に出版物が届かなくなって困るのは、共通の課題です。

〇 出版業界の強みである 「出版配送」がハードクラッシュしないように、維持継続に向けて、
この出版配送を持続するための取り組みへのご理解とともに、直近の問題として取次各社が、
出版社様にご協⼒のお願いに伺った際には、善処いただけますようお願い申し上げます。
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本日は、ありがとうございました

ご質問がありましたら、取協事務局までお願いします
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本件のお問い合わせ先
日本出版取次協会 事務局
info@torikyo.jp


